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Summary 

 
Floating wind turbine facilities installed in deep sea areas play an essential role in carbon dioxide emissions reduction．One of 

the problems associated with the commercialization of these facilities is the maintenance cost for mooring chains．Therefore，it is 
necessary to establish a quantitative wear evaluation method for mooring chains．Wear coefficient measured by wear tests is one of 
the essential physical parameters to evaluate the wear performance of metals．The pin-on-disk wear test is generally performed for 
obtaining wear coefficient．However, wear coefficient measured by this method had significant variation in our past study．Additionally, 
it has difficulty to use the heat-treated surface of the mooring chain under high pressure in fully immersed wet condition．To reproduce 
the actual situation，new wear test machine was designed and wear tests were implemented to validate the accuracy．As a result，it 
is confirmed that the proposed wear test method is possible to obtain the wear coefficient with significantly small variation compared 
with the conventional pin-on-disk wear test. 

 
 

 

1. 緒  言 
 

浮体式洋上風力発電施設の実用化に向けて，係留コストの

削減が主要な課題となっている．浮体運動が比較的少ない海

域に設置される場合の係留鎖の損傷は，腐食および摩耗が主

要因となり，浮体の設置海域に応じて，腐食と摩耗のいずれ

が主な損傷要因となるかは異なる 1)．温暖な海域では腐食が

主要因となりやすくなる．また，浮体式洋上風車と同様に長

期の稼働が要求される FPSO 等の資源生産貯留設備におけ

る係留システムの損傷事故に関する報告資料 2) を参照すれ

ば，潮流の強い海域に一点係留される設備では振れ回り運動

と係留システムに作用する張力が大きくなることにより，係

留鎖が連結部でロックされるような現象が生じる．この結果，

鎖に面外繰り返し曲げ載荷が作用し，低サイクル疲労により

損傷すると指摘されている．三点カテナリー方式である著者

の一部ら 3) による浮体式洋上風力発電設備に適用される係

留システムでは，振れ回り運動は十分に小さいこともあり，

チェーンの面外繰り返し曲げによる低サイクル疲労は問題

にならないと言える．そのため，浮体式洋上風力発電施設に

おける係留システムの健全性を確保するためには，係留鎖の

摩耗量評価手法の確立が重要となる．係留鎖の摩耗量評価手

法を確立することで，係留システムのメンテナンスフリー化

により係留コストの削減が可能となる． 
定量的な摩耗量評価手法の確立に向けて，著者の一部ら 4)

は商用有限要素解析コード MSC. Marc5) を用いた係留鎖間

の摩耗解析を行い，係留鎖間摩耗試験結果との比較により，

実験結果を比較的精度よく推定可能であることを示してい

る．同コードでは摩耗量の推定に Archard6) の式(1)が用いら

れている．式(1)に含まれる摩耗係数 K およびビッカース硬

度 H は材料物性値であるため，別途試験により同定する必

要がある．また，Archard ら 7) は無潤滑状態における摩耗試

験を行い，多くの金属の組み合わせにおいて摩耗率が見掛け

の接触面積に依存しないことを確認しており，摩耗の進行に

よって見掛けの接触面積が変化する係留鎖間摩耗において

も適用可能と考えられる． 
 

𝑊𝑊 = �𝐾𝐾 𝐾𝐾 �𝜎𝜎𝜎𝜎��� �1� 
 
ここで， 
 W: 摩耗率（単位時間 単位面積当たりの摩耗体積）

 [mm/s] 
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 K: 摩耗係数 [�� 
 H: SI 単位系に換算したビッカース硬度 [N/mm2]  
 𝜎𝜎: 摩耗面の作用応力 [N/mm2] 
 𝑉𝑉���: 摩耗面の相対滑り速度 [mm/s] 
 
 係留鎖摩耗に関する摩耗試験は数多く実施されている．

Jayashinghe ら 8) は，係留鎖の摩耗に関する研究について取

りまとめた報告の中で Rabinowicz9) によるピン・オン・ディ

スク摩耗により得られた金属材料の摩耗係数に基づき，大気

中および海水潤滑下での摩耗係数の範囲を示している．海水

潤滑下での摩耗係数の値は3.7×10-4～2.4×10-3とオーダーが

異なり，正確性に欠けると言える．一方，著者の一部ら 10) に

より，ピン・オン・ディスク摩耗試験が大気中と人工海水潤

滑中で行われている．この結果を Table 1 に示すが，人工海

水潤滑中の摩耗係数の方が明確に小さい値となっている．こ

の理由として，肥田の報告 11) を参照すれば，人工海水中の

試験において摩耗面近傍で生じた腐食生成物による潤滑作

用が摩耗量を軽減していると考えられる．したがって，洋上

浮体施設係留鎖は海水中に設置されることを勘案すれば，係

留鎖の摩耗係数を求める際には没水条件下での摩耗試験が

必要と考えられる． 
 
Table 1 Wear coefficient in the air and substitute ocean water10). 

Material 
Grade 

 
Wear coefficient (� 10��) 

In the air 
In the substitute 

ocean water 

Grade R3 

Ave. 11 1.5 
Max. 83 10 
Min. 0.45 0.071 
S.D. 20 2.0 

Grade R3S 

Ave. 19 1.3 
Max. 100 6.1 
Min. 0.3 0.14 
S.D. 31 1.7 

 
 ピン・オン・ディスク摩耗試験では，得られた摩耗係数の

ばらつきが大きいことに加えて，試験片形状や応力レベルが

実現象に即していないため，実海域における係留鎖間の接触

状態を適切に再現できないという問題点を鑑み，本研究では

新たな摩耗試験手法を提案する．本提案手法では，高荷重を

用いた没水環境下での係留鎖表面間の摺動による摩耗試験

が可能である．著者の一部ら 4) により行われた実機レベル

に近い寸法を有する係留鎖の摩耗挙動を再現する摩耗試験

では，呼び径 60 mm，破断張力 3514 kN の Grade R3S 係留鎖

12) を用いて，実海域中において係留鎖に作用する張力を参

照し，係留鎖間の張力を 60 kN と設定している．本研究にお

いても実際の係留鎖間摩耗を可能な限り再現するべく，押付

荷重を最大 10 kN 程度まで試験片に与えることが可能とな

っている．また，実際の係留鎖から切り出した試験片を用い

て摩耗試験を行うことで，ピン・オン・ディスク摩耗試験で

は再現できなかった係留鎖表面での摩耗試験を可能にして

いる．本研究では提案手法を用いた摩耗試験を実施し，提案

手法の有用性を確認するとともに摩耗量推定に必要なパラ

メータである摩耗係数を得ることを目的とする． 
 

2. 摩耗試験機の諸元・試験方法 
 

 本研究で提案する摩耗試験機の外観および主要寸法を Fig. 
1 に示す．本試験機は倍力機構，スライダークランク機構を

有している．本試験機はレバー比を 1:10 と設定しており，

0.98 kN (100 kgf)のウェイトを用いた場合，押付荷重 9.8 kN 
(1000 kgf) を試験片に与えることが可能である． 
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 𝜎𝜎: 摩耗面の作用応力 [N/mm2] 
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 係留鎖摩耗に関する摩耗試験は数多く実施されている．

Jayashinghe ら 8) は，係留鎖の摩耗に関する研究について取

りまとめた報告の中で Rabinowicz9) によるピン・オン・ディ

スク摩耗により得られた金属材料の摩耗係数に基づき，大気

中および海水潤滑下での摩耗係数の範囲を示している．海水

潤滑下での摩耗係数の値は3.7×10-4～2.4×10-3とオーダーが

異なり，正確性に欠けると言える．一方，著者の一部ら 10) に

より，ピン・オン・ディスク摩耗試験が大気中と人工海水潤

滑中で行われている．この結果を Table 1 に示すが，人工海

水潤滑中の摩耗係数の方が明確に小さい値となっている．こ

の理由として，肥田の報告 11) を参照すれば，人工海水中の

試験において摩耗面近傍で生じた腐食生成物による潤滑作

用が摩耗量を軽減していると考えられる．したがって，洋上

浮体施設係留鎖は海水中に設置されることを勘案すれば，係

留鎖の摩耗係数を求める際には没水条件下での摩耗試験が

必要と考えられる． 
 
Table 1 Wear coefficient in the air and substitute ocean water10). 

Material 
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Wear coefficient (� 10��) 

In the air 
In the substitute 

ocean water 

Grade R3 

Ave. 11 1.5 
Max. 83 10 
Min. 0.45 0.071 
S.D. 20 2.0 

Grade R3S 

Ave. 19 1.3 
Max. 100 6.1 
Min. 0.3 0.14 
S.D. 31 1.7 

 
 ピン・オン・ディスク摩耗試験では，得られた摩耗係数の

ばらつきが大きいことに加えて，試験片形状や応力レベルが

実現象に即していないため，実海域における係留鎖間の接触

状態を適切に再現できないという問題点を鑑み，本研究では

新たな摩耗試験手法を提案する．本提案手法では，高荷重を

用いた没水環境下での係留鎖表面間の摺動による摩耗試験

が可能である．著者の一部ら 4) により行われた実機レベル

に近い寸法を有する係留鎖の摩耗挙動を再現する摩耗試験

では，呼び径 60 mm，破断張力 3514 kN の Grade R3S 係留鎖

12) を用いて，実海域中において係留鎖に作用する張力を参

照し，係留鎖間の張力を 60 kN と設定している．本研究にお

いても実際の係留鎖間摩耗を可能な限り再現するべく，押付

荷重を最大 10 kN 程度まで試験片に与えることが可能とな

っている．また，実際の係留鎖から切り出した試験片を用い

て摩耗試験を行うことで，ピン・オン・ディスク摩耗試験で

は再現できなかった係留鎖表面での摩耗試験を可能にして

いる．本研究では提案手法を用いた摩耗試験を実施し，提案

手法の有用性を確認するとともに摩耗量推定に必要なパラ

メータである摩耗係数を得ることを目的とする． 
 

2. 摩耗試験機の諸元・試験方法 
 

 本研究で提案する摩耗試験機の外観および主要寸法を Fig. 
1 に示す．本試験機は倍力機構，スライダークランク機構を

有している．本試験機はレバー比を 1:10 と設定しており，

0.98 kN (100 kgf)のウェイトを用いた場合，押付荷重 9.8 kN 
(1000 kgf) を試験片に与えることが可能である． 

 

 
 

 

 

 

Fig. 1 Overview of the wear test machine. 
 

 スライダークランク機構部を Fig. 2 に示す．モーター部か

ら連接棒を用いてリニアガイド上の水槽を設置している水

平板に連結することで，モーターの回転運動を直線運動に変

換し，水槽内の試験片を直線運動で摩耗させるという仕組み

である．クランク腕の長さを 20 mm，連接棒長さを 288 mm
としている．クランク腕長さから，水槽内に設置している試

験片間で±20 mm 摺動する．モーター回転速度は 7.5 rpm と

設定しており，摺動距離 100 m を得るのに約 2 時間 47 分要

する．本試験機はピン・オン・ディスク摩耗試験とは異なり

スライダークランク機構を用いていることにより摺動は加

減速を繰り返して一定速度ではないという特徴がある．しか

し，モーター回転速度を 7.5 rpm とした場合には摺動速度は

0～15.7 mm/s となり，その値は非常に小さい．そこで，本研

究ではモーター回転速度を一定とし，摺動の加減速が摩耗試

験結果に及ぼす影響は小さいものとして考慮していない．没

水状態での摩耗試験において，著者の一部ら 10) により人工

海水中と蒸留水中では摩耗量に有意差がないことを確認し

ているため，本研究では水槽内に蒸留水を満たした状態で試

験を実施した． 
 

 
Fig. 2 Overview of the slider-crank mechanism. 

 
 本研究では，ABS 規格 12) で規定された Grade R3 および

Grade R3S の 2 種類の材料から，Fig. 3 に示すように係留鎖

の平行部分から試験片を切り出して摩耗試験に供した．試験

片は Fig. 4 に示す下部試験片，Fig. 5 に示す上部試験片の 2
つを取り付け方法に応じて設計・製作し，これら 2 つの試験

片間で摩耗させている．下部試験片は水槽内に直接設置する．

その際，直線運動に伴い試験片が動かないようにするため，

下部試験片にはキー溝を掘っている．Fig. 6 に示すように，

下部試験片のキー溝に対応するキーを水槽に取り付けるこ

とで，設置した際に試験片が動かないようにしている．Fig. 
7 に両試験片を設置した様子を示す．上部試験片は水槽上部

の H 型鋼に直接ボルトを用いて取り付けた．2 つの試験片を

設置した後，水槽内を蒸留水で満たす．本試験では蒸留水の

温度の制御は特に行わず，室温の雰囲気としている．試験機

上部の H 型鋼に直接ウェイトを設置することで，倍力機構

により試験片設置部に一定の押付荷重を付与し，摩耗試験を

開始する．なお，試験片に作用する押付荷重は，水槽を取り

外した状態で事前にロードセルにより計測を行い，目標値と

なるよう調整した． 
 

 
Fig. 3 Overview of collecting point of specimen. 

 
Fig. 4 Overview of the lower specimen. 

 

Fig. 5 Overview of the upper specimen. 

 

 

Fig. 6 Overview of the keyway for tank and lower specimen. 
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Fig. 7 Overview of installed specimens. 

 

摩耗量の計測には，汎用電子天秤（A&D MC-6100，秤量

6100 g，最小表示 0.001 g）を用いた．試験後に試験片に付着

した摩耗粉を流水で洗い流し，十分に乾燥させた上で計測を

行い，試験前後の試験片の重量差により摩耗量を計測した． 
 

3. 摩耗試験 1（供試材 Grade R3） 
 

摩耗試験 1 では Grade R3 係留鎖から抽出した試験片を用

いる． 摩耗試験 1 における試験条件を Table 2 に示す．押付

荷重 4.9 kN，9.8 kN の 2 通りの荷重の下で試験を行い，摩

耗量と押付荷重の比例関係およびばらつきを確認する．摩耗

遷移の特徴として摩耗初期は単位摩擦距離当たりの摩耗量

である摩耗率が大きいシビア摩耗が生じ，摩耗が進むと摩耗

率が大幅に小さくなるマイルド摩耗に遷移するとされてい

る 13)．この現象はシビア・マイルド摩耗遷移と呼ばれてい

る．ピン・オン・ディスク摩耗試験では摩耗進行に伴い接触

面積は変化しないことに対して，本試験手法では用いる試験

片の形状から摩耗進行に伴い接触面積が大きくなっていく

という特徴がある．Archard ら 7) により摩耗量は見掛けの接

触面積によらず荷重に比例することが確認されており，接触

面積の変化は摩耗量に影響を及ぼさないと考えられる．鈴木

ら 14) も，摩耗が進むことで接触面積が増加して面圧が減少

し，単位面積当たりの摩耗量が減る一方，接触面積の増大は

摩耗量を増やす効果があるとしている．両者の効果の結果と

して，総摩耗量は負荷荷重のみに依存してほぼ一定になると

いうように，同様の見解を示している．このことから，係留

鎖試験片を用いた本試験においても，シビア・マイルド摩耗

遷移が現れる可能性がある．そこで，シビア摩耗からマイル

ド摩耗への遷移を確認するため，摺動距離を試験初期は細か

く区切り，総摺動距離を 1800 m と設定する． 
 

Table 2 Test conditions for Wear Test 1 (Material Grade R3). 

Grade Test No. Load (kN) 
Rotational 

speed 
(rpm) 

Sliding 
distance 

(m) 

R3 
1 

4.9 7.5 
100 x 3 
200 x 3 
300 x 3 

2 
3 

R3 
4 

9.8 7.5 
5 

 
 Fig. 8 に本試験で得た摩耗試験結果から，上部試験片およ

び下部試験片のそれぞれについて，横軸に総摺動距離，縦軸

に累積摩耗量を取る摩耗量進行曲線を示す．Fig. 8 から，下

部試験片に比べ，上部試験片の方が総摩耗量が少ない傾向が

確認される． 

 

(a) Upper specimen 

 

(b) Lower specimen 

Fig. 8 Wear progression curves for each specimen 

(Material Grade R3). 

 
Fig. 9 に試験片の摺動面の様子を示す．試験手法上，上部

試験片よりも下部試験片の摺動面が大きくなる．水本ら 15) 

の研究によると，金属摺動面は，それ以外の表面に比べて腐

食を受けやすい．また，腐食生成物は一般に表面への吸着力

が弱く，摺動を受けると表面から離脱しやすいとされている．

今回の試験方法では下部試験片の方が上部試験片よりも摺

動面が大きく，蒸留水にさらされる時間が長くなる結果とし

て腐食生成物が多くなり，上部試験片よりも摩耗量が大きく

なったと考えられる． 
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Fig. 7 Overview of installed specimens. 
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荷重 4.9 kN，9.8 kN の 2 通りの荷重の下で試験を行い，摩
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鎖試験片を用いた本試験においても，シビア・マイルド摩耗

遷移が現れる可能性がある．そこで，シビア摩耗からマイル

ド摩耗への遷移を確認するため，摺動距離を試験初期は細か

く区切り，総摺動距離を 1800 m と設定する． 
 

Table 2 Test conditions for Wear Test 1 (Material Grade R3). 

Grade Test No. Load (kN) 
Rotational 
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4.9 7.5 
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 Fig. 8 に本試験で得た摩耗試験結果から，上部試験片およ

び下部試験片のそれぞれについて，横軸に総摺動距離，縦軸

に累積摩耗量を取る摩耗量進行曲線を示す．Fig. 8 から，下

部試験片に比べ，上部試験片の方が総摩耗量が少ない傾向が

確認される． 

 

(a) Upper specimen 

 

(b) Lower specimen 

Fig. 8 Wear progression curves for each specimen 

(Material Grade R3). 

 
Fig. 9 に試験片の摺動面の様子を示す．試験手法上，上部

試験片よりも下部試験片の摺動面が大きくなる．水本ら 15) 

の研究によると，金属摺動面は，それ以外の表面に比べて腐

食を受けやすい．また，腐食生成物は一般に表面への吸着力

が弱く，摺動を受けると表面から離脱しやすいとされている．

今回の試験方法では下部試験片の方が上部試験片よりも摺

動面が大きく，蒸留水にさらされる時間が長くなる結果とし

て腐食生成物が多くなり，上部試験片よりも摩耗量が大きく

なったと考えられる． 
 

 

Fig. 9 Wear surfaces for each specimen. 
 
 Fig. 10 に両試験片の合計摩耗量を元に作成した摩耗量進

行曲線を示す．押付荷重が 2 倍になると，累積摩耗量もほぼ

2 倍程度になっていることから，押付荷重と摩耗量の比例関

係が確認できる．笹田 13) によると，シビア摩耗とマイルド

摩耗では単位摩擦距離当たりの摩耗量である摩耗率のオー

ダーは 2 桁程度異なり，マイルド摩耗遷移時には摩耗率の急

変が生じるとされている．一方，Fig. 10 からは明確な摩耗率

の急変は確認されないため，シビア・マイルド摩耗遷移は生

じていないと考えられる． 

 
Fig. 10 Total wear progression curves for two specimens 

(Material Grade R3). 

 
4. 摩耗試験 2（供試材 Grade R3S） 

 
 摩耗試験 2 では Grade R3S の試験片を用いる．摩耗試験 2
における試験条件を Table 3 に示す．本試験では，押付荷重

4.9 kN の下で試験を実施した．佐田 16) によると，乾燥状態

あるいは潤滑状態のいかんによらず 2 つの固体面を繰り返

し摩擦することで生じる摩耗現象においてシビア摩耗から

マイルド摩耗へ摩耗遷移するのは，摩耗面に摩耗粉が次第に

堆積するためとされている．摩擦面を削り取り摩耗粉を除去

した佐田に対し，平塚 17) は摩擦面を保つために空気圧によ

り摩耗粉を除去することで，シビア摩耗粉の摩擦面への再付

着がより微細な摩耗粉の発生を促進し，マイルド摩耗粉の固

着がマイルド摩耗を発現させると報告している．そこで，本

試験では摩耗試験 1 では考慮していなかった摩耗面に堆積

する摩耗粉の影響を調べるため，試験片毎に 1 計測当たりの

摺動距離を固定し，摩耗面の堆積摩耗粉がある程度一定にな

るようにする．1 計測当たりの摺動距離が大きい方が試験中

に摩耗面に堆積する摩耗粉の量が多くなり，マイルド摩耗へ

の摩耗遷移について検証を行う．こちらも総摺動距離は

1800 m と設定する． 
 

Table 3 Test condition for Wear Test 2 (Material Grade R3S). 

Grade Test No. Load (kN) 
Rotational 

speed 
(rpm) 

Sliding 
distance 

(m) 

R3S 

6 

4.9 7.5 

100x18 
7 
8 

300x 6 
9 

10 
600x 3 

11 
 

 Fig. 11 に摩耗試験 2 から得た摩耗試験結果から，上部試

験片，下部試験片のそれぞれについての摩耗量進行曲線を示

す．摩耗試験 1 の結果と同様に，上部試験片と比べ下部試験

片の摩耗量が大きいという傾向が確認される． 

 

(a) Upper specimen 

 
(b) Lower specimen 

Fig. 11 Wear progression curves for each specimen 

(Material Grade R3S). 

 

Fig. 12 に両試験片の摩耗量を合計した摩耗量進行曲線を
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示す．両試験片の合計摩耗量進行曲線 Fig. 12 から，計測間

の摺動距離の増加による顕著な摩耗遷移は確認されなかっ

た．没水環境下での摺動において上部試験片と水槽の相対運

動から引き起こされる流れにより，摩耗遷移を引き起こすほ

ど摩耗面に摩耗粉が堆積しなかったものと考えられる．その

ため，実海域に設置される係留鎖においても潮流や相対運動

が存在することから，シビア・マイルド摩耗遷移は生じない

可能性がある．また，Fig. 10，Fig. 12 から，同一条件下での

試験であるものの累積摩耗量や摩耗曲線の進行具合に相違

があることを確認した．原因として，試験片設置箇所等のズ

レによるもの，試験片の表面状態の相違等が考えられる．よ

り正確な摩耗係数を得るには，同一条件下であっても試験を

多く行う必要があることが分かる． 

 

Fig. 12 Total wear progression curves for two specimens 

(Material Grade R3S). 

 

 ここで，Fig. 12 から，Test No. 11 において他の試験と比べ

て摩耗量が大幅に小さいことが確認される．原因として，Fig. 
13 に示すように試験片に刻印があったことが確認されてお

り，表面状態の影響から摩耗量に影響を及ぼしたことが考え

られる．したがって本論文中では，Grade R3S の摩耗係数の

算出の際，Test No. 11 のデータについては除外した上で摩耗

係数を算出するものとする． 
 

 

Fig. 13 Overview of engraving. 
 

5. 摩耗試験 3（供試材 Grade R3S） 
 

 摩耗試験 1 及び摩耗試験 2 の試験結果を元に作成した摩

耗量進行曲線から，シビア・マイルド摩耗遷移と思われる摩

耗率の急変は確認されなかった．そこで，摩耗試験 3 では総

摺動距離を更に伸ばし試験を行う．総摺動距離が大きくなる

ことによる摩耗遷移の傾向を確認する．試験条件を Table 4
に示す．本試験では Grade R3S の試験片を用いる．総摺動距

離は 3000 m と設定する． 
 

Table 4 Test condition for Wear Test 3 (Material Grade R3S). 

Grade Test No. Load (kN) 
Rotational 

speed 
(rpm) 

Sliding 
distance 

(m) 

R3S 
12 

4.9 7.5 
100 x 5 
200 x 5 
300 x 5 

13 
14 

 
 Fig. 14 に摩耗試験 3 の試験結果から，上部試験片，下部試

験片のそれぞれについての摩耗量進行曲線を示す． 

 
(a) Upper specimen 

 

(b) Lower specimen 

Fig. 14 Wear progression curves for each specimen 

(Material Grade R3S). 

 

 続いて，Fig. 15 に両試験片の摩耗量を合計した摩耗量進

行曲線を示す．両試験片の合計摩耗量進行曲線Fig. 15から，

総摺動距離が大きくなることによる明確な摩耗遷移は確認
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示す．両試験片の合計摩耗量進行曲線 Fig. 12 から，計測間

の摺動距離の増加による顕著な摩耗遷移は確認されなかっ

た．没水環境下での摺動において上部試験片と水槽の相対運

動から引き起こされる流れにより，摩耗遷移を引き起こすほ

ど摩耗面に摩耗粉が堆積しなかったものと考えられる．その

ため，実海域に設置される係留鎖においても潮流や相対運動

が存在することから，シビア・マイルド摩耗遷移は生じない

可能性がある．また，Fig. 10，Fig. 12 から，同一条件下での

試験であるものの累積摩耗量や摩耗曲線の進行具合に相違

があることを確認した．原因として，試験片設置箇所等のズ

レによるもの，試験片の表面状態の相違等が考えられる．よ

り正確な摩耗係数を得るには，同一条件下であっても試験を

多く行う必要があることが分かる． 

 

Fig. 12 Total wear progression curves for two specimens 

(Material Grade R3S). 

 

 ここで，Fig. 12 から，Test No. 11 において他の試験と比べ

て摩耗量が大幅に小さいことが確認される．原因として，Fig. 
13 に示すように試験片に刻印があったことが確認されてお

り，表面状態の影響から摩耗量に影響を及ぼしたことが考え

られる．したがって本論文中では，Grade R3S の摩耗係数の

算出の際，Test No. 11 のデータについては除外した上で摩耗

係数を算出するものとする． 
 

 

Fig. 13 Overview of engraving. 
 

5. 摩耗試験 3（供試材 Grade R3S） 
 

 摩耗試験 1 及び摩耗試験 2 の試験結果を元に作成した摩

耗量進行曲線から，シビア・マイルド摩耗遷移と思われる摩

耗率の急変は確認されなかった．そこで，摩耗試験 3 では総

摺動距離を更に伸ばし試験を行う．総摺動距離が大きくなる

ことによる摩耗遷移の傾向を確認する．試験条件を Table 4
に示す．本試験では Grade R3S の試験片を用いる．総摺動距

離は 3000 m と設定する． 
 

Table 4 Test condition for Wear Test 3 (Material Grade R3S). 

Grade Test No. Load (kN) 
Rotational 

speed 
(rpm) 

Sliding 
distance 

(m) 

R3S 
12 

4.9 7.5 
100 x 5 
200 x 5 
300 x 5 

13 
14 

 
 Fig. 14 に摩耗試験 3 の試験結果から，上部試験片，下部試

験片のそれぞれについての摩耗量進行曲線を示す． 

 
(a) Upper specimen 

 

(b) Lower specimen 

Fig. 14 Wear progression curves for each specimen 

(Material Grade R3S). 

 

 続いて，Fig. 15 に両試験片の摩耗量を合計した摩耗量進

行曲線を示す．両試験片の合計摩耗量進行曲線Fig. 15から，

総摺動距離が大きくなることによる明確な摩耗遷移は確認

されなかった．没水状態での摩耗試験において，総摺動距離

はシビア・マイルド摩耗遷移のような摩耗状態の遷移に影響

を及ぼすことは無いと考えられる． 

 
Fig. 15 Total wear progression curves for two specimens 

(Material Grade R3S). 

 
6. 試験片への腐食作用 

 

 鋼に対して海水環境は強腐食性の環境であり，腐食が摩耗

に及ぼす影響は無視できないものである．例えば，Table 1 に

示すように腐食環境下における腐食生成物の潤滑作用によ

り摩耗量の低減や，長期間曝露下における腐食作用のみによ

る損耗等が挙げられる．先行研究 10) から人工海水環境と蒸

留水環境では摩耗量に有意差がなかったことも考慮すれば，

本試験で採用した試験片寸法レベルでは，人工海水環境と蒸

留水環境で試験結果に有意な差は生じないと考えられる．そ

のため，本試験では蒸留水を用いることで簡易的に実機没水

環境を再現している．本試験の摺動により生じる係留鎖間摩

耗現象は，摩擦面における腐食生成物の発生と摩耗による新

生面の曝露の繰り返しであり，実機においても同様な摩耗現

象を生じることが推察される．しかし，本試験では，腐食生

成物の削り取りも含めた摩耗による質量減少と，腐食による

質量減少を区別していない．そこで，腐食作用が試験片の重

量変化に及ぼす影響を考慮するために，試験片を蒸留水中に

浸すことのみで生じる試験片の重量変化を確認した．試験片

は Grade R3S の上下試験片を使用し，総摺動距離 1800 m に

要する時間（約 50 時間）だけ蒸留水に浸し，前後の重量差

を確認した．蒸留水に浸した後の試験片の様子を Fig. 16 に

示す．試験片表面部分に腐食作用により錆が発生しているこ

とが確認された．ここで、摩耗試験 2 にて Grade R3S 材を用

いて実施した摩耗試験結果（Test No.6～10）の試験前後の重

量差と，蒸留水環境下における腐食作用のみから生じた試験

片の試験前後の重量差を Test No.15 として Table 5 に示す．

Test No.15において重量がわずかに減少していることが確認

される．ここで，試験片を摩耗させずに腐食のみで生じた重

量変化は，実際に試験片を摩耗させた場合の平均重量変化の

約 5%に当たる．そのため，本研究においては没水環境下で

試験片を摩耗させた際に生じる重量変化における腐食の影

響は小さいものと考え，摩耗係数を算出する際は試験片の重

量変化そのものを摩耗量とした． 

 

Fig. 16 Overview of rust forming. 

 

Table 5 Comparison of mass change between wear tests and 

corrosion test. 

Wear 
machine 
condition 

Grade Test 
No. 

Mass change (g) Total 
mass 

change 
(g) 

Upper Lower 

Under 
Operated 

R3S 

6 0.588 0.651 1.239 
7 0.708 0.771 1.479 
8 0.507 0.667 1.174 
9 0.777 1.226 2.003 

10 0.804 1.271 2.075 
Average 1.594 

Without 
Operated R3S 15 0.025 0.060 0.085 

 

7. 摩耗係数の同定 
 

 摩耗試験結果から摩耗係数を算出する．摩耗係数を求める

ため，比摩耗量の式(2)と Holm18) の摩耗式(3)から，摩耗係数

の導出式(4)を導出することができる. 
 

𝑊𝑊� =
𝑊𝑊� −𝑊𝑊�
𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃𝑃 �2� 

 

𝑉𝑉 = 𝐾𝐾𝐾𝐾 𝑃𝑃𝐻𝐻 �3� 

 
𝐾𝐾 = 𝐻𝐻𝐻𝐻� �4� 

 
ただし, 

V ：摩耗体積 [mm3] 
Ws ：比摩耗量 [mm2/N] 
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W1 ：試験前の質量 [g] 
W2 ：試験後の重量 [g] 
P ：荷重 [N] 
L ：摺動距離 [mm] 
𝜌𝜌 ：密度 [g/mm3] 

 
 ここで，式(4)に含まれるビッカース硬さは材料物性値で

あるため，摩耗試験片の一部を用いてビッカース硬さを計測

した．計測には微小硬度計 MVK-H0（明石製作所製）を用い

た．ビッカース硬さは試験力の単位は kgf として規定され

ている 19) が，摩耗係数を無次元値とするために試験力の単

位を N に換算した値としている. 
Fig. 8，Fig. 11，Fig. 14 に示した各試験片の摩耗量進行曲

線から，最小二乗法により原点を通る近似直線を作成した．

近似直線の傾き∆W/Lから，式(2)より比摩耗量を求め，上部

試験片,下部試験片それぞれの摩耗係数を求め，それらを平

均したものを摩耗係数として算出した．Table 6 に最終的に

得た試験ごとの摩耗係数を示す． 
本研究で得た摩耗係数は，Table 1 に示す著者の一部ら 10) 

により行われた人工海水潤滑下でのピン・オン・ディスク摩

耗により得られた摩耗係数の平均値よりも 1/5 程度小さく

なっている．摩耗係数が小さくなった原因として，ピン試験

片がエッジ形状を有するピン・オン・ディスク摩耗試験では

試験片のわずかな傾きによりディスク試験片の切削が生じ

る可能性があり，摩耗量が過大となっていた可能性が考えら

れる．一方，本研究に用いた試験片では切削が生じなかった

結果，ピン・オン・ディスク摩耗試験結果と比べて摩耗量が

小さくなったと考えられる．また，Table 1 に示したピン・

オン・ディスク摩耗試験の結果と比較して摩耗係数のばらつ

きも小さくなっており，標準偏差がGrade R3で約 1/27，Grade 
R3S で約 1/21 であった．これらのことから，今回の摩耗試

験により，従来手法と比較して精度よく摩耗係数を算出する

ことができたと考える． また，本試験手法で得た摩耗係数

の実機への適用可能性について説明する．著者の一部ら 4) に

より行われた係留鎖間摩耗試験結果と有限要素解析による

摩耗量推定結果の比較において，摩耗量推定にはピン・オン・

ディスク摩耗試験から得られた摩耗係数を用いており，係留

鎖間摩耗結果を比較的精度よく推定可能であるとしている．

これを受けて定量的な摩耗量推定手法の提案を行った著者

の一部ら 20) は，スパー型浮体に対して本試験機から得られ

た摩耗係数による摩耗量推定と実測値との比較からその有

用性を確認している．このことから，実際の係留鎖間の摩耗

を再現した本試験手法から得た摩耗係数を実機へ適用する

ことは可能であると考えられる．  
 

8. 結 論 
 
 本研究では，係留鎖の摩耗量推定に必要な摩耗係数につい

ての実験的検討を実施した．本試験方法では摩耗の特徴であ

るシビア・マイルド摩耗遷移や，摩耗面に堆積する摩耗粉の

影響を明確に確認することはできなかったが，先行研究で得

られていた摩耗係数よりもばらつきの小さい摩耗係数を得

ることができ，提案手法の有用性を確認した． 
 今後，摩耗係数の精度をより向上させていくために，更に

試験を重ねてデータを蓄積する必要がある．また，係留鎖表

面状態が摩耗に及ぼす影響を調べるため，3D スキャナを用

いて表面状態を再現し，有限要素解析による摩耗解析と摩耗

試験結果との比較なども実施する予定である. 
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Table 6 Wear coefficient. 

Grade Test No. 
Applied load 

(kN) 
∆𝑊𝑊 𝑊𝑊  

(x10-6 g/mm) 
Specific wear 
(x10-8 mm2/N) 

Hardness 
(N/mm2) 

Wear 
coefficient: K 

(x10-4) 

R3 

1 4.9 0.620 1.61 

2590 

0.417 
2 4.9 0.333 0.865 0.224 
3 4.9 0.478 1.24 0.322 
4 9.8 1.10 1.43 0.370 
5 9.8 1.09 1.42 0.367 

Average 0.340 
Standard deviation (S.D.) 0.073 

R3S 

6 4.9 0.380 0.989 

3000 

0.297 
7 4.9 0.426 1.11 0.332 
8 4.9 0.393 1.02 0.306 
9 4.9 0.589 1.53 0.459 

10 4.9 0.582 1.51 0.454 
11 4.9 (0.271) (0.352) (0.106) 
12 4.9 0.384 0.996 0.299 
13 4.9 0.437 1.14 0.341 
14 4.9 0.510 1.32 0.397 

Average 0.363 
Standard deviation (S.D.) 0.072 

※Test No.11 is excluded from sample. 
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